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基
準
額
の
見
直
し

　

介
護
保
険
料
は
、
介
護
保
険
事
業

計
画
（
３
年
ご
と
に
見
直
し
）
に
よ

り
、
今
後
３
年
間
に
必
要
と
さ
れ
る

介
護
サ
ー
ビ
ス
費
用
の
見
込
額
を

基
礎
に
算
定
し
た
基
準
額
を
も
と

に
し
て
決
ま
り
ま
す
。
平
成　

年
度

１７

ま
で
は
、
合
併
前
の
旧
市
町
の
介
護

保
険
料
を
適
用
し
て
い
ま
し
た
が
、

平
成　

年
度
か
ら
統
一
保
険
料
と

１８

な
り
、
基
準
額
は
年
額
４
万
３
２
０

０
円
に
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

保
険
料
率
の
見
直
し

　

平
成　

年
度
ま
で
の
第
２
段
階

１７

の
う
ち
、
本
人
の
合
計
所
得
金
額
と

課
税
年
金
収
入
額
の
合
計
が
年
間

　

万
円
以
下
の
人
は
、
保
険
料
率
が

８００
・
７
５
か
ら
０
・
５
に
引
き
下
げ

ら
れ
ま
し
た
。

特
別
徴
収
対
象
の
年
金

を
追
加

　

障
害
年
金
、
遺
族
年
金
が
特
別
徴

収
（
年
金
天
引
き
）
の
対
象
に
な
り

ま
し
た
。

税
制
改
正
と
保
険
料
の

激
変
緩
和
措
置

①
税
制
改
正
に
つ
い
て

　

税
制
改
正
に
よ
り
、
平
成　

年
度

１８

の
市
民
税
か
ら
、
年
齢
が　

歳
以
上

６５

で
、
前
年
の
合
計
所
得
金
額
が
１
２

５
万
円
以
下
の
人
が
対
象
の
非
課

税
措
置
は
廃
止
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
の
影
響
に
よ
り
、
平
成　

年
度

１８

の
市
民
税
課
税
と
な
る
人
の
う
ち
、

平
成　

年
１
月
１
日
現
在
に
お
い

１７

て　

歳
に
達
し
て
い
た
人
で
、
前
年

６５
の
合
計
所
得
金
額
が
１
２
５
万
円

以
下
の
人
は
、
市
民
税
に
つ
い
て
２

年
間
の
軽
減
措
置
が
と
ら
れ
ま
す
。

②
介
護
保
険
料
の
激
変
緩
和
措

　

置
に
つ
い
て

　

所
得
段
階
区
分
が
第
４
段
階
・
第

５
段
階
で
次
の
条
件
を
満
た
す
人

は
、
平
成　

年
度
の
介
護
保
険
料
が

１８

減
額
に
な
り
ま
す
。

○ア
 
　

本
人
ま
た
は
世
帯
員
に
①
の

市
民
税
の
軽
減
措
置
対
象
者
が
い

る
。

○イ
 
　

同
一
の
世
帯
に
①
の
軽
減
措

置
対
象
者
以
外
の
市
民
税
課
税
者

が
い
な
い
。

　

激
変
緩
和
措
置
の
対
象
と
な
る

人
の
保
険
料
は
、
税
制
改
正
が
な
か

っ
た
場
合
に
該
当
す
る
所
得
段
階

か
ら
、
税
制
改
正
の
影
響
で
上
昇
し

た
保
険
料
段
階
と
の
差
額
を
平
成

　

年
度
は
約
３
分
の
２
、
平
成　

年

１８

１９

度
は
約
３
分
の
１
軽
減
し
ま
す
。

○
平
成　

年
度
の
介
護
保
険
料

１８

　
　

歳
以
上
の
皆
さ
ん
に
納
め
て

６５
い
た
だ
い
て
い
る
平
成　

年
度
の

１８

介
護
保
険
料
額
が
確
定
し
ま
し
た
。

　

暫
定
的
に
納
め
て
い
た
だ
い
た

第
１
期
、
第
２
期
の
保
険
料
と
精
算

し
ま
す
。
新
た
な
納
付
通
知
書
は
９

月　

日
ご
ろ
ま
で
に
発
送
し
ま
す
。

１５
○
減
免
制
度
が
あ
り
ま
す

　

災
害
等
で
被
害
を
受
け
た
時
は

保
険
料
の
減
免
の
対
象
と
な
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。
該
当
す
る
人
は
早

め
に
税
務
課
、
ま
た
は
高
齢
福
祉
課

に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

■
問
い
合
わ
せ　

税
務
課
市
民
税

係　

（
�
�
０
２
１
４
）、
高
齢
福
祉

課
介
護
保
険
係
（
�
�
０
２
９
９
）

 保険料の改正点　

施
設
見
学
会
に
つ
い
て

　

市
で
は
、
９
月　

日
の
下
水
道
の

１０

日
に
併
せ
て
市
民
の
皆
さ
ん
に
「
下

水
道
」
に
つ
い
て
理
解
を
深
め
て
い

た
だ
く
た
め
、
高
梁
浄
化
セ
ン
タ
ー

の
施
設
見
学
会
を
行
い
ま
す
。

▽
日
時
…
９
月　

日
�
・　

日
�
。

１１

１２

両
日
と
も
午
前
９
時
〜
午
後
４
時

（
ご
都
合
の
良
い
時
間
に
お
越
し
く

だ
さ
い
。
職
員
が
ご
案
内
し
ま
す
）

▽
場
所
…
高
梁
浄
化
セ
ン
タ
ー
（
原

田
南
町
）

下
水
道
の
使
用
に
つ
い
て

　

下
水
道
に
何
で
も
流
し
て
い
い

と
い
う
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。
正
し

く
使
用
し
な
い
と
下
水
処
理
施
設

を
傷
め
る
も
と
に
な
り
ま
す
。

　

特
に
、
野
菜
く
ず
や
残
飯
、
使
用

済
み
の
食
用
油
な
ど
は
排
水
管
を

詰
ま
ら
せ
た
り
、
汚
水 
ま  
す 
に
沈
殿

● 

●

し
て
悪
臭
を
発
生
さ
せ
る
原
因
に

も
な
り
ま
す
。

　

生
ご
み
は
ク
リ
ー
ン
ネ
ッ
ト
等

で
集
め
、
食
用
油
は
新
聞
紙
な
ど
に

染
み
込
ま
せ
た
り
、
凝
固
剤
で
固
め

て
燃
や
せ
る
ご
み
と
し
て
出
し
ま

し
ょ
う
。

ご
存
知
で
す
か

９
月　

日
は

１０

下
水
道
の
日
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＊１　課税年金収入額とは…老齢福祉年金、障害年金、遺族年金、寡婦年金、恩給等を除いた老齢年金、退職
年金のことです。

＊２　合計所得金額とは…収入金額から必要経費に相当する金額（収入の種類により計算方法が異なります）　
を控除した金額のことで、扶養控除や医療費控除などの所得控除をする前の金額のことです。

激変緩和措置対象者の例（表① 参照）

１９年度年額保険料１８年度年額保険料対　象　者所得段階区分

２１,６００円
生活保護受給者、老齢福祉年金受給者で世帯全員が市民
税非課税

第１段階（基準額×０.５）

２１,６００円課税年金収入額と合計所得金額の合計が80万円以下で世
帯全員が市民税非課税

第２段階（基準額×０.５）

３２,４００円第２段階に該当しない人で世帯全員が市民税非課税第３段階（基準額×０.７５）

４３,２００円本人が市民税非課税（世帯に市民税課税の者がいる）

第４段階（基準額×１.０） ３５,８００円２８,５００円
税制改正に伴う第1段階・第２段階からの激変緩和
措置対象者

３９,３００円３５,８００円税制改正に伴う第3段階からの激変緩和措置対象者

５４,０００円本人が市民税課税で前年の合計所得金額が200万円未満

第５段階（基準額×１.２５）
４３,２００円３２,４００円

税制改正に伴う第1段階・第２段階からの激変緩和
措置対象者

４６,６００円３９,３００円税制改正に伴う第3段階からの激変緩和措置対象者

５０,１００円４６,６００円税制改正に伴う第4段階からの激変緩和措置対象者

６４,７００円本人が市民税課税で前年の合計所得金額が200万円以上第６段階（基準額×１.５）

表①　高梁市の介護保険料

平成１８年度からの　介護　

　

水
洗
便
所
で
は
、
水
に
溶
け
な
い

紙
な
ど
は
、
流
さ
な
い
よ
う
に
し
て

く
だ
さ
い
。

下
水
道
へ
の
接
続
に
つ
い
て

　

下
水
道
が
整
備
さ
れ
て
い
る
地

区
の
皆
さ
ん
は
速
や
か
に
生
活
排

水
設
備
を
下
水
道
に
つ
な
ぐ
工
事

を
行
っ
て
い
た
だ
く
よ
う
に
お
願

い
し
ま
す
。

　

な
お
供
用
開
始
後
３
年
以
内
に

水
洗
化
す
る
こ
と
が
、
下
水
道
法
で

義
務
づ
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
浄
化
槽
を
使
用
さ
れ
て
い

る
家
庭
も
、
下
水
道
へ
の
接
続
を
お

願
い
し
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ　

下
水
道
課
管
理

係
（
�
�
７
０
６
０
）　

　すべての事業所、企業を対象に、事業の種類や

従業員数等の基本的事項を調査する「事業所・企

業統計調査」が１０月１日を基準日として全国で実

施されます。これは各種行政施策の企画・立案の

ための基礎資料を得るための統計調査です。

　９月下旬から各事業所に調査員がお伺いしま

すので、ご協力をよろしくお願いします。

■問い合わせ　企画課企画係(��０２０９)

事業所・企業統計調査に
ご協力を！

1９年度の保険料額
 (激変緩和措置後)

１８年度の保険料額
 (激変緩和措置後)

改正による本来の保険料額
 (激変緩和措置前)

税制改正がなかった場合

46,600円39,300円〔第５段階〕54,000円〔第３段階〕32,400円

1９年度の保険料額
 (激変緩和措置後)

１８年度の保険料額
 (激変緩和措置後)

改正による本来の保険料額
 (激変緩和措置前)

税制改正がなかった場合

35,800円28,500円〔第４段階〕43,200円〔第２段階〕21,600円

（例１）　　合計所得金額４０万円　課税年金収入額１６０万円　Ａさん（７５歳）の場合〔一人暮らし〕
　　　　　　Ａさんは市民税軽減措置対象者（税制改正により市民税課税）

＊１ ＊２

（例２）　　合計所得金額０円　課税年金収入額７９万円　Ｂさん（７８歳）の場合〔夫Cさんと二人暮らし〕
　　　　　　Ｂさんは市民税非課税、夫Ｃさんは市民税軽減措置対象者（税制改正により市民税課税）


